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１．はじめに 

日本では高度経済成長期に地方から大都市圏への過

度の人口流入が発生し、人口流入による住宅の需要は大

都市の郊外にスプロール市街地を含んだ都市化を進行さ

せた。日本のニュータウンは、このことを背景にスプロ

ール市街地の発生の抑制、良好な住宅の大量供給という

大きな２つの役割が与えられ、一定の効果を果たしてき

た。その結果、世界のニュータウンの垂範モデルである

英国ニュータウンの住宅と職場を結び付けて提供する

「職住近接」の「自立型」ニュータウンとは異なり、日

本のニュータウンは大都市への通勤を前提としたの「ベ

ッドタウン型」ニュータウンとしての役割を強くもつこ

ととなった。日本のニュータウン開発が決定してから半

世紀が経過しようとしている現在、日本のニュータウン

は「機能複合型」の理念のもとで開発が進められ、ニュ

ータウンの持つ高度な都市基盤を活かし「中心都市」と

しての役割をもつようになってきた。東京圏においては

多摩NT、港北NT、千葉NTがNT周辺の中心都市として指定

され、特に多摩NTは業務核都市の役割を担うこととなっ

た。本研究では、東京圏に立地する大規模ニュータウン

（多摩、港北、千葉、筑波）を研究の対象とし、これま

でのニュータウン開発に伴うニュータウンの自立性の推

移、また、周辺都市に視点を広げ、ニュータウン開発が

周辺都市に与えた影響を明らかにする。 
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２．ニュータウン所在都市の自立性の分析 

（１）ニュータウン所在都市の設定 

 本研究で対象とする5つのニュータウンは単一自治体

では成り立っていないため、ニュータウン所在都市を設

定する必要がある。以下の条件を設定してニュータウン

所在都市とする。 

ⅰ）市域面積当たりのニュータウン面積が 50％以上

ⅱ）地域人口当たりのニュータウン人口が 50％以上

ⅲ）ニュータウンのセンター地区が立地していること 

このことより、ニュータウン所在都市を表－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、市域面積の 85％以上が市街地開発事業によっ

て開発された浦安市を、ニュータウン所在都市との比較

の対象として加える。 

 

（２）通勤流動からみた自立性の分析 
図－１より、つくば市を除く対象ニュータウン所在

都市は、開発当初は大都市への通勤を前提とした「ベッ

ドタウン」であったため、どの都市も都区部への通勤流

動率が増加し、自市内通勤流動率が減少している。しか

し、「機能複合型」の開発がされることにより、1980
年以降は多摩市、浦安市において都区部への通勤流動率

の減少とあいまって、自市内通勤流動率が増加した。特

に多摩市では街開き直後の 1970年と 2000年を比較す
ると、自市内通勤流動率はほぼ同じであるものの、都区

部への通勤流動率は減少している。 
 
（３）指数を用いた都市特性の分析 
都市の独立性を示す「自市内独立指数」（自市内通

勤者数／常住地就業者数）と、都市の中心性を示す雇用

表－１ ニュータウン所在都市の選定 
多摩NT 千葉NT 千葉NT 港北NT

筑波
研究学園都市

自治体名 多摩市 白井市 印西市 都筑区 つくば市
市域面積 2108 3541 5331 2788 28410
ニュータウン
面積（ha）

992 - - 2530 2696

市ニュータウン
面積割合（％）

47.1 - - 90.7 9.5

市内常住人口
（人）

145857 50305 60271 153669 198456

ニュータウン
人口（人）

71300 33300 34900 125600 67000

市ニュータウン
人口割合（％）

48.9 66.2 57.9 81.7 33.8

センター地区の
有無

有 無 有 有 有



指数（従業地就業者数／常住地就業者数）を用いて、都

市特性を明らかとする。（図－２）街開き後、多摩市、

印西・白井市、浦安市は「雇用指数」と「自市内『独立

指数』」が大幅に低下した。しかし、1980 年以降、多
摩市と浦安市では「雇用指数」のみ大幅に強化している。

多摩市と浦安市は「ベッドタウン」としての役割を強く

持ちつつも、「中心性」を持った都市であるといえる。 
 このことにより、5 つの都市を３つに分類すると、Ⅰ
type．職住近接型都市：つくば市、Ⅱtype．ベッドタウ
ン型都市：印西市、港北区、Ⅲtype．複合機能型都市：
多摩市、浦安市となる。Ⅰtype は英国ニュータウンに
近い性格を持つタイプである。つくば市は開発当初から

自己完結型ニュータウンを目指していたため、2000 年
においても自市内通勤率が高く保ち続けている。Ⅱtype
は日本のニュータウン開発当初の役割であり、「機能複

合型」理念の下では、Ⅲtype への役割の移行がされな
ければならない。近年は港北ニュータウンの開発が進み、

ⅡtypeからⅢtypeへの移行が期待される。Ⅲtypeは、
開発当初の「ベッドタウン」の役割から「機能複合型」

の理念のもとに「中心性」を併せ持った都市である。多

摩市と浦安市は自市内の独立性が低いまま中心性が向上

しているため、周辺都市からの通勤流入が増えてきたと

いえる。 
 
３．生活行動圏域における流動分析 

ニュータウンを中心とした地域の目的別の補完性を

算出するため、人々の日常的生活行動を時間的な圏域で

定義付け、「生活行動圏域」と名づける。昭和 63 年東
京都市圏パーソントリップ調査より、全目的全交通手段

の平均所要時間は発ベース、着ベース共に 30.6 分のた
め 30 分・10km 圏を「生活行動圏」とする。例として
多摩センターを中心として 10km 圏となる多摩ニュー
タウン生活行動圏域を図に示す。（図－３） 
パーソントリップ調査により目的別 OD 表を作成し、
各生活行動圏域の目的別圏域流動率を算出した。その結

果、私事目的では 80%～90%、通学目的では 70%～
80%の圏域内流動率を持ち、この二つの目的に関しては
ほぼ圏域内で充足していることが明らかとなった。通学

目的の圏域内流動率はどの圏域でも低下しているのだが、

この圏域内流動率の低下は少子化によって義務教育の生

徒が減少していることが主な要因であると考えられる。

通勤目的では、どの圏域流動率も低い値であるが多摩ニ

ュータウン圏域では増加しており、圏域内での充足性が

高まっていることがわかる。最後に総合計圏域流動率は、

「自己完結型」都市であり、東京都区部から距離がある

筑波研究学園都市圏域が高い値を示している。また、多

摩ニュータウン圏域では若干ながら増加しており、圏域

力が強まっていることが明らかとなった。 
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４．生活行動圏域のトリップ変化 

各対象生活行動圏域内での全目的全交通手段でのト

リップの増加を明らかにした。多摩ニュータウン生活行

動圏域には、多摩市のほかに立川市、八王子市、町田市、

相模原市といった業務核都市が立地している。そのため、

この圏域内では、これらの都市を核（中心）としたトリ

ップ増加が見られ、圏域全体でトリップが増加している

ことがわかる。加えて、東京都と神奈川県の県境をはさ

んだトリップの増加も見られ、これまで希薄とされてい

た都市間のトリップ増加が発生していることが明らかと

なった。また、他の対象生活行動圏域では、港北ニュー

タウン生活行動圏域では、港北ニュータウンと横浜市中

区へのトリップ増加以外には大きなトリップ増加は見ら

れない。また、千葉ニュータウン生活行動圏域では、圏

域内での大きなトリップ増加は見られない。筑波研究学

園都市生活行動圏域では、つくば市を中心としてのトリ

ップ増加が見られた。 
圏域内流動率が唯一増加していた多摩ニュータウン

生活行動圏域では圏域内に複数の核が存在し、その核が

互いに中心性を強めていることより、圏域内流動率を増

加、維持していくには、圏域内の複数の核が互いに中心

性を高めることが必要である 
 

５．ニュータウンと既成市街地の流動特性の分析 

圏域内流動率がただ 1 つ増加し、また「ベッドタウ
ン型」から「機能複合型」へと性格を変化させた多摩市

を対象にニュータウン地区と既成市街地地区の流動特性

を明らかとする。パーソントリップ調査の計画基本ゾー

ンでは、多摩市はニュータウンゾーン（0821）と既成
市街地ゾーン（0820）に分割されるため、このゾーン
分けに従い、目的別発トリップを比較する。（図－４） 
 

 
 
 
 
 
 

（１）発トリップ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
まず、私事目的、通学目的では両ゾーンともに約 9
割を生活行動圏域内で充足している（図－５）。通勤目

的では、ニュータウンゾーンは自ゾーン内への流動率を

高め、東京都区部への流動率を減少させている。また、

既成市街地ゾーンにおいても生活行動圏域への流動率を

強め、東京都区部への流動率を減少させている。総合計

においてはニュータウンゾーンでは自ゾーン内での流動

率が高く、既存市街地ゾーンでは自ゾーンでの流動率は

低いものの生活行動圏域での連携により充足性を強めて

いる。 
 
（２）着トリップ 
ニュータウンゾーンと既成市街地ゾーンの着トリッ

プの特性を分析する。平成 10 年のそれぞれのゾーンの
全目的全交通手段の着トリップを示す。（図－６、図－

７） 
平成 10 年のニュータウンゾーンは広い範囲から多く
のトリップがある。それに対して、既成市街地ゾーンで

は近隣ゾーンからのトリップしか存在していない。昭和

63年から平成10年の変化において、ニュータウンゾー
ンは自ゾーン（0821）から見て南西側、南東側、特に
神奈川県からの県境を越えてのこれまで希薄だった地域

など、さらに広い範囲からのトリップを集めるようにな

った。たいして、既成市街地ゾーンでは隣接ゾーンから

のトリップの増加は見られる。しかし目立ったトリップ

元の変化、そしてトリップ数の増加は見られなかった。

このことにより、ニュータウン開発は広範囲に強い影響

をもたらしていること、そして結果として生活行動圏域

の連携の強化に影響を与えていることが明らかとなった。 
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表－２ 生活行動圏域の目的別圏域内流動率 
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６．ニュータウンセンター地区のコンパクト性の分析 

本研究の対象ニュータウンは、都市機能を計画的に

集積させているセンター地区を持つ。センター地区には

鉄道駅が設置されており、駅を中心として都市機能をコ

ンパクトに集積させている。ここでは、センター地区の

玄関となる駅（多摩センター駅、センター北・南駅、千

葉ニュータウン中央駅、新浦安駅）を対象に H10 パー
ソントリップ調査の鉄道駅乗降別端末手段トリップ数を

もちいて駅単位のコンパクト性を分析していく。筑波研

究学園都市には筑波センターがあるものの、鉄道駅では

ないため分析対象からはずす。 
東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、茨城県南

部）に位置する鉄道駅（山手線内側の駅を除く）の

1353 駅を、の駅端末手段を用いて主成分分析を行い、
3 つの主成分を得た。各対象生活行動圏に属する駅の駅
ポテンシャル特性（第１主成分）と都市機能コンパクト

特性（第２主成分）を示す（図－８）。図のように業務

核都市・副都心駅は徒歩利用が多く、都市機能がコンパ

クトにまとまっている。ニュータウンセンター駅では自

動車利用が多く、都市機能が分散している。このことよ

りニュータウンセンター地区は都市機能のコンパクトな

集積が他の業務核都市・副都心に比べて進んでいないこ

とが明らかとなった。これはニュータウンでは、企業の

研究所など、就業の場が分散して立地していることが要

因であると考えられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．結論 

本研究により以下のことが明らかとなった。 
・日本のニュータウンでは開発当初は「ベッドタウン

型」の都市であったが「機能複合型」の理念のもと

に開発が行われたことにより多摩ニュータウンと浦

安市では周辺都市の「中心型」の都市としての性格

と「ベッドダウン」としての役割と併せ持っている。 
・圏域内流動を活性化させるには複数の核が互いに中心

性を高めることが必要である。 
・生活行動圏域は私事・通学計では約 8 割、通勤・業
務においても約 5 割を圏域内流動で補完できている。 
・既成市街地では自市内流動率は低いものの、生活行動

圏域内での流動により、補完性を強めている。 
・生活行動圏域内での連携の強化は、東京都区部への依

存を軽減させている。 
・多摩ニュータウンへの着トリップは東京都と神奈川県

といった県境を越えてのトリップの増加が多く見ら

れ、これまで希薄であった地域同士の連携を新たに

創出している。 
・ニュータウン開発による広域的な影響力は生活行動圏

域内の流動を強化させている。 
・ニュータウンは、他の業務核都市・副都心と比べて都

市機能はセンター地区にコンパクトになっておらず、

ニュータウン全体に分散して立地する傾向にある。 
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図３ 0820ゾーン全目的着トリップ 
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図－６ 着トリップ発生ゾーン（既存市街地ゾーン） 
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図４ 0821ゾーン全目的着トリップ 図－７ 着トリップ発生ゾーン（ニュータウンゾーン） 
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■：センター地区駅 
●：業務核都市・副都心駅 

◆：多摩ＮＴ生活行動圏駅 
◆：港北ＮＴ生活行動圏駅 ▲：千葉ＮＴ生活行動圏駅 

▲：浦安市生活行動圏駅 


